
個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会 

公的個人認証サービス等を活用したＩＣＴ利活用ワーキンググループ 開催要綱 

 

１ 目的 

  本ワーキンググループ（以下「本ＷＧ」という。）は、「個人番号カード・公的個人認証サービス等

の利活用推進の在り方に関する懇談会」（「懇談会」という。）の下に開催されるＷＧとして、個人番

号カード及び公的個人認証サービスを活用したＩＣＴの利活用を推進に向けた検討を行うことを目的

とする。 

 

２ 名称 

本ＷＧは「公的個人認証サービス等を活用したＩＣＴ利活用ワーキンググループ」と称する。 

 

３ 検討内容 

  国、地方公共団体及び民間事業者における公的個人認証サービスを活用したＩＣＴの利活用を推進す

るための具体的な推進方策等について検討を行う。 

 

４ 構成及び運営 

(1) 本ＷＧの主査は、懇談会座長が指名する。本ＷＧの構成員は、主査が指名する。 

(2) 主査は、本ＷＧを招集し、主宰する。 

(3) 主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。 

(4) 主査は、必要に応じて構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(5) 主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって本ＷＧを招集し、主宰する。 

(6) 主査は、本ＷＧの検討を促進するため、必要に応じて「サブワーキンググループ（以下「Ｓ

ＷＧ」という。）を開催することができる。 

(7) 本ＷＧにおいて検討された事項は、主査がとりまとめ、これを懇談会に報告する。 

(8) その他、本ＷＧの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

５ 議事等の公開 

(1) 本ＷＧの資料については、公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利

益を害するおそれがあると主査が認める場合を除き、原則として公開とする。 

(2) 本ＷＧ終了後、速やかに議事要旨を作成し、公開する。 

６ スケジュール 

  本ＷＧは、平成２７年１０月から開催する。 

７ 事務局 

  本ＷＧの庶務は、情報通信国際戦略局情報通信政策課、情報流通行政局情報流通振興課、情

報セキュリティ対策室及び衛星・地域放送課において行うものとする。 

  

資料４－１ 



 

個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会 

公的個人認証サービス等を活用したＩＣＴ利活用ワーキンググループ構成員名簿（案） 
（敬称略、50音順、平成 28年 6月 2日現在） 

新井 聡 電子認証局会議 理事（株式会社エヌ・ティ・ティネオメイトＩＴビジネス本部） 

伊丹 俊八 国立研究開発法人情報通信研究機構 理事 

岩井 利夫 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 取締役常務執行役員 

大山 永昭 国立大学法人東京工業大学科学技術創成研究院 教授 

岡本   弘 三鷹市 市民部長 

小尾 高史 国立大学法人東京工業大学科学技術創成研究院未来産業技術研究所 准教授 

北岡 俊治 富士通株式会社 執行役員常務 

橘井  崇 
ソフトバンク株式会社 プロダクト＆マーケティング統括 
サービスプラットフォーム戦略開発本部プラットフォーム技術統括部  
プラットフォーム技術１部 部長 

木村 裕明 地方公共団体情報システム機構 個人番号センター 公的個人認証部長 

桑原 知久 一般社団法人スマートテレビ連携・地域防災等対応システム普及高度化機構  

事務局長 

篠原 弘道 日本電信電話株式会社 代表取締役副社長 研究企画部門長 

島貫 和久 三菱ＵＦＪニコス株式会社 経営企画本部 常務執行役員  
田中 義久 パナソニック株式会社ＡＶＣネットワークス社 

ＳＴＢネットワークビジネスユニット 事業総括 

田村 穂積 株式会社ＮＴＴドコモ 執行役員スマートライフ推進部長 

筒井 勇雄 神戸市 企画調整局 情報化推進部長 

鶴田 信夫 日本郵便株式会社 執行役員 

手塚  悟 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任教授 

東條 洋士 徳島県政策創造部地方創生局地域振興課 課長 

戸田 人志 株式会社セブン-イレブン・ジャパン 商品本部 サービス・雑貨部 

シニアマーチャンダイザー 

戸田 文雄 日本電気株式会社理事兼番号事業推進本部長 

冨田 修身 
株式会社ジェーシービー 加盟店事業統括部門加盟店事業統括部 

シニアアドバイザー 

中村 家久 住友商事株式会社 理事 メディア事業本部長 

野泉 和宏 三井住友カード株式会社 戦略事業部長 

長谷川 大幾 株式会社ローソン エンタテイメント・サービス事業本部 執行役員 

林  正俊 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 常務理事 

細矢 良智 株式会社日立製作所 公共システム事業部 副事業部長 

増田 晴彦 ＫＤＤＩ株式会社 メディア・ＣＡＴＶ推進本部 本部長 

松原 洋一 日本放送協会 理事 

水野 克己 株式会社クレディセゾン 常務取締役 

宮本 真司 日本年金機構 事業企画部門 担当理事 

森畠 秀実 
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 
理事ソリューションサービス部番号制度推進タスクフォース長 

矢部  剛 日本生命保険相互会社 取締役 常務執行役員 

吉本 和彦 フィデアホールディングス株式会社 顧問 
主査：○  

【関係省庁】 

金﨑 健太郎 内閣官房社会保障改革担当室 内閣参事官 

犬童 周作 内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室 内閣参事官 

坂本 三郎 法務省民事局商事課長 

佐々木 裕介 厚生労働省政策統括官付情報政策担当参事官 

荒井 勝喜 経済産業省商務情報政策局 商務情報政策局 情報政策課長 

瓜生 和久 経済産業省商務情報政策局 情報セキュリティ政策室長 

○ 

別添 


